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[１] 一戸町公共下水道事業計画変更理由書 
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本町の公共下水道は、整備効率の良い一戸駅周辺の中心市街地 49ha につい

て、平成７年度に事業認可を受け整備に着手し、平成 14 年度末には供用を開

始した。 

その後、他の都市基盤整備事業及び市街地開発等との連携を図りつつ区域

を拡大し、平成 28 年度には計画区域 283ha について計画目標年度を令和 2 年

度として事業計画の変更を行い、令和元年度末時点で約 234ha の整備が完了

している。 

今回の事業計画変更は、全体計画の見直しに伴う計画フレームの見直し及

び、事業計画目標年度の延伸を行うものである。 

 

 

 変更理由 

１． 事業計画目標年度を令和 2年度から令和 9年度へ延伸する。 

２． 全体計画の見直し及び計画目標年度の延伸に伴い、計画フレーム（計画人口、計

画汚水量原単位）の見直しを行う。 
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[２] 一戸町公共下水道事業計画書 
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一戸町公共下水道事業計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道管理者    一 戸 町 長 
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上段：変更前 

下段：変更後 

（第１表） 
予 定 処 理 区 域 調 書 

処理区域の面積 約約 283 ﾍｸﾀｰﾙ 
処理区域内 

の地名 

岩手県二戸郡一戸町 

「区域は下水道計画一般図 

表示の通り」 

処理区の名称 
面  積 

（単位 ﾍｸﾀｰﾙ） 
摘  要 

一戸処理区 283    
（第２表） 

吐   口   調   書 

処理区及び 

排水区の名称 

主要な 

吐口の種類 

主要な吐口の

番号又は名称 

主要な吐口

の位置 

計画放流量 

(m³/sec) 

放流先 

の名称 
摘 要 

一戸処理区 処理施設 終末放流渠 

一戸町 

楢山字 

平船向 

0.026 

0.022 

小井田

川 

放流先の 

低水量 

0.29m³/sec    
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（第３表） 
管   渠   調   書 

処理区の名称 

主要な管渠の 

内のり寸法 

（単位 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ） 

延  長 

（単位 ﾒｰﾄﾙ） 
点検箇所の数 摘 要 

一戸処理区 

150 190 

3 箇所 

方法：マンホー

ル内からの管

内目視もしく

は管口テレビ

カメラを用い

る方法 

頻度：5 年に 1

回以上 

200 1,420 

250 1,140 

300 670 

350 1,480 

450 210 

500 570 

1,000 680 

合 計 6,360 

 

 

（第４表） 
処 理 施 設 調 書 

終末処

理場等

の名称 

位置 

敷地 

面積 

（単位ヘ

クター

ル） 

計画 

放流 

水質 

処理 

方法 

処理能力 

計画 

処理 

人口 

（人） 

摘 要 

晴天日 

最大 

（単位立

法メート

ル） 

雨天日 

最大 

（単位立

法メート

ル） 

一戸町 

終末 

処理場 

一戸町 

楢山字 

平船向 

2.17 

BOD 

15 

㎎/ℓ 

オキシデ

ーション

ディッチ

法 

2,300 

1,900 
－ 

4,560 

4,100 

計画下水量 

（日最大） 

 2,300 

 1,900 ㎥/日 

流入水質 

   240 

 BOD250 ㎎/ℓ 

   180 

 SS 190 ㎎/ℓ 
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処理施設の敷地内の主要な施設 

終末処

理場等

の名称 

主要な施設の 

名称 
個数 構  造 能  力 摘要 

一戸町 

終末 

処理場 

流入渠 1 系 φ350DCIP（圧送）   

着水・分配槽 1 池 鉄筋コンクリート造り   

反応槽 

2 池 

1 池 

鉄筋コンクリート造り 

循環水路式 
滞留時間 約 24 時間 

2/2 

1/1 

－ 

1 池 

 － 

鋼板製 

      － 

滞留時間 約 24 時間 

－ 

1/1 

曝気機 4 台 縦軸羽根車式  4/4 

最終沈殿池 

2 池 

1 池 

鉄筋コンクリート造り 

円形放射流式 

水面積負荷 

  約 8 ㎥/㎡・日 

2/2 

1/1 

－ 

1 池 

 － 

鋼板製 

水面積負荷 

   － 

  約 8 ㎥/㎡・日 

－ 

1/1 

塩素接触タンク 1 池 鉄筋コンクリート造り 接触時間 約 15 分  

放流渠 1 系 φ600 ヒューム管   

汚泥濃縮機 2 台 機械式 
投入汚泥量 

  147 ㎥/日 
2/2 

汚泥可溶化槽 2 槽 鋼板製 
投入汚泥量 

  28.0 ㎥/日 
2/2 

汚泥脱水機 1 台 機械式 

投入固形物量 

  約 0.080t/日 

  約 0.276t/日 

1/1 

管理・汚泥棟 1 棟 鉄筋コンクリート造り 

中央監視室、事務室、 

会議室、水質試験室、 

電気室、脱水機室、 

脱臭機室、自家発電機室 

 

受変電設備 1 式    

自家発電設備 1 台    
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[３] 一戸町公共下水道事業計画説明書 
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1． 事業計画の概要 

本町の公共下水道は、平成 5 年度に全体計画を策定し、平成７年度に一戸駅

周辺の中心市街地約 49ha について認可を受け事業に着手した。 

その後、事業の進捗や都市基盤整備事業及び市街地開発等と連携しながら認

可区域を拡大し、平成 15 年 3 月には一戸町終末処理場が供用開始している。 

本事業計画は、全体計画区域 283ha に対し、計画目標年度を令和 2 年度とし

て整備を進めており、令和元年度末には約 234ha について整備が完了している。 

 

今回の事業計画の変更理由は、以下のとおりである。 

 

１）事業計画目標年度を令和 2 年度から令和 9 年度へ延伸する。 

 

２）全体計画の見直しに伴い、計画フレームの見直しを行う。 
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表 1.1  一戸処理区の概要 

 
 

  



 

－12－ 

2． 予定処理区域及びその周辺の地域の地形及び土地の用途 

イ 予定処理区域及びその決定の理由 

本町は岩手県の北部に位置し、隣接する二戸市とともに県北の中心を形成

する。国道４号、東北自動車道八戸線、東北新幹線が町内を縦貫し、県都盛

岡市および青森県三八地方の中心市である八戸市とは 50～60 ㎞の位置にあ

る。 

本町の行政区域面積 30,003ha のうち、約 6 割が山林原野をなし、町南西部

には標高 1,018ｍを誇る西岳を始め高森山、就志森には豊かな森林が広がり、

馬淵川を主流とする小繋川、平糠川などの大小様々な河川が谷を刻み農地を

潤し、良好な環境と美しい景観を与えている。 

馬淵川および、その支川に沿った沖積低地、段丘台地などの平坦地に集落

が形成される。町北部の一戸駅を中心とする区域には、町役場を始めとする

官公署、店舗、事業所等が集積し、本町の中心的市街地となっている。 

 

 

図 2.1  町域および地形概要 
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表 2.1  土地の利用状況 

 

 

本町の都市計画区域は、一戸地区を中心に鳥海、浪打地区に跨る 2,080ha とな

っており、そのうち 267.8ha について良好な市街地を形成するために用途指定

を行っている。 

 

表 2.2  用途地域面積 
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公共下水道の予定処理区域は下水道普及率及び、水質汚濁防止効果が期待で

き、整備効率がよく投資効果の高い区域として、既存密集市街地、開発区域及び

その周辺の宅地化が見込まれる 283ha とする。 

 

表 2.3  予定処理区域面積 

 

 

 

ロ 管渠、処理施設及びポンプ場の位置の決定の理由 

 １）管渠 

管渠施設の位置は施工が容易で、整備効率がよく、速やかに処理場に汚水を

収集できるように配置した。河川の横断については河川管理者と協議の上、施

工上、管理上、適切な位置・構造とした。また、自然流下式では土被りが大き

くなり、施工上の難易が増して整備効率が悪くなる場合は、マンホール型式ポ

ンプ場により対処し、施工性・経済性の向上に努めた。 

 

 ２）処理施設 

処理施設は効率よく汚水が収集可能で、処理水の放流先河川に近く、周辺の

土地利用の状況、景観的な配慮及び、近隣住民の理解協力が得られること等に

留意し、東北自動車道八戸線一戸インターに隣接した平船地区に配置した。 
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3． 計画下水量及びその算出の根拠 

イ 人口及び人口密度並びにこれらの推定の根拠 

 １）行政人口 

本町の行政人口は令和元年度住民基本台帳によると 12,053 人である。 

将来行政人口は、岩手県人口ビジョンに示されている全県人口を国立社会保

障・人口問題研究所が平成 30 年に公表した推計人口をもとにブレークダウン

することにより算定し、令和 22 年度において 7,900 人とする。 

 

表 3.1  将来行政人口 

 

 

 

 ２）下水道計画人口 

計画人口を将来的には用途地域内及び人口密集地に人口が集積するものと

想定し、下水道全体計画人口は、将来行政人口を概成アクションプランにおけ

る処理人口により計画区域内外に配分することで算定し、令和 22 年度におけ

る下水道計画人口は 3,800 人とする。 

 

表 3.2  下水道全体計画区域内外の将来人口 
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事業計画人口、全体計画区域と事業計画区域が同じであることから、令和元

年度の全体計画区域内人口実績 4,131 人と令和 12 年度の全体計画人口 4,100

人より直線案分により算定し、令和 9 年度における事業計画人口は 4,100 人と

する。 

 

表 3.3  計画人口及び計画人口密度 
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ロ 一人一日当たりの汚水の量及びその推定の根拠 

 １）家庭汚水量原単位 

本計画では、一般家庭から排出される生活汚水と、事業所、店舗等から排出

される営業汚水に分けて算出し、それらを合算し家庭汚水量とする。 

 

①  生活汚水量原単位 

平成 22 年～令和元年の一戸上水道給水量実績資料より、過去 10 カ年での

生活用及び営業用給水量はほぼ横ばい傾向にあり、1 人 1 日当りの生活用給

水量は 187～200L/人・日、営業用給水量は 74～86L/人・日で推移している。 

 

表 3.4  給水量実績及び一人一日当り有効水量の推移 
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図 3.1 一人一日当り生活用/営業用給水量の推移 

 

 

生活汚水量原単位は、一戸上水道給水実績及び近年における生活用品の節

水化や、住民の節水意識の向上等を勘案し、全体計画（令和 22 年度）にお

ける生活汚水量原単位は 200 L/人・日とする。 

 

②  営業汚水量原単位 

営業汚水量原単位は平成 22 年～令和元年の一戸上水道の給水区別用途別

給水実績値から推定する。 

営業用水量は、社会経済活動の状況により変化するが、10 カ年の給水実績

がほぼ横這い傾向であることや、生活用水量に対する営業用水量の比率（営

業用水比率）に大きな変化が見られないことから、全体計画（令和 22 年度）

における営業汚水量原単位は 80L/人・日とする。 
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③  変動率 

時間変動率は、配水池実績（H24～H26）によれば、一戸低区給水区では日

最大日時間平均の 1.6～1.85、西法寺給水区では 1.5～1.65 程度となってい

る。 

本計画では区域内の給水実績から、既計画と同じく変動率を日平均：日最

大：時間最大 ＝0.75：1.0： 1.8 とする。 

なお、年次変動は考慮しないものする。 

 

④  家庭汚水量原単位 

家庭汚水量原単位は以下のとおりとする。 

 

表 3.5  家庭汚水量原単位 

 

 

 

 ２）地下水量原単位 

地下水量は、「下水道施設計画・設計指針と解説」を参考にして、日最大家

庭汚水量の 15％を見込むものとし、年次変動、日変動は考えないものとす

る。 

よって、地下水量原単位は 55L/人･日とする。 

  日最大家庭汚水量原単位 370L/人･日×15％＝55.5 ≒  55L/人･日  
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ハ 家庭下水、工場排水、地下水等の量及びこれらの推定の根拠 

 １）家庭汚水量 

家庭汚水量は計画人口に各汚水量原単位を乗じて算定する。 

 

表 3.6  家庭汚水量 

 

 

 

 ２）地下水量 

地下水量は計画人口に地下水量原単位を乗じて算定する。 

 

表 3.7  地下水量 
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 ３）工場排水量 

工場排水量は、下水道計画区域内に立地する工場の実績水量をもとに算定す

る。 

下水道計画区域内に立地する工場の過去 5 年間における下水道使用料算定

における調定水量実績は以下のとおりである。 

 

表 3.8  計画区域内工場の調定水量実績 

 

 

工場排水量は、過去 5 年間の最大値を採用することとし、以下のとおりとす

る。 

変動率は既計画同様、日平均：日最大：時間最大＝0.75：1.0：1.8 とし、将

来とも一定とする 

 

表 3.9  計画工場排水量 

 

 

  



 

－22－ 

 ４）施設汚水量 

施設汚水量として、総合運動公園からの汚水量を見込む。 

公園利用者は、平成 26 年度における実績は、366 人（日平均）となってい

る。 

計画利用者人口は、公園計画に基づき以下のとおりとする。 

 

表 3.10  総合運動公園の計画利用者人口 

 

 

運動公園の給水計画では施設別に、大型の散水栓を除き２グループに大別し

ている。 

同時使用水量（ピーク水量）は以下のとおりである。 

 

表 3.11  総合運動公園の給水量（同時使用） 

グループ 施 設 名 同時使用水量（㎥/min） 

Ⅰ 

野球場メインスタンド 0.22 

陸上競技場管理棟 0.12 

公衆トイレ 0.32 

計 0.66 

Ⅱ 

レストハウス 0.12 

ゲートボール場クラブハウス 0.11 

計 0.23 

合  計 0.89 

 

また、Ⅱグループでは日最大給水量と給水時間が次のとおり計画されている。 

 

表 3.12  Ⅱグループ日最大給水量 

 

 

  

設置数
１回当り
使用水量

１時間当り
使用回数

１時間最大
給水量

給水時間 日最大給水量

（箇所） （ℓ/回） （回/hr） （㎥/hr） （hr） （㎥/日）

大便器 11 13 4 0.57 10 5.70

小便器 7 4 8 0.22 10 2.20

洗　面 16 4 8 0.51 10 5.10

足洗い 2 8 4 0.06 8 0.48

掃除流し 2 25 0.12 0.01 8 0.08

1.37 13.56合　　計

器具名
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Ⅰグループの日最大給水量は、Ⅰ・Ⅱグループの同時使用給水量比にⅡグル

ープ日最大給水量を乗じて算定する。 

Ⅰグループの日最大給水量は、（0.66／0.23）×13.56＝38.91 ㎥ /日と推定さ

れる。汚水量原単位はⅠ・Ⅱグループの日最大給水量の合計値を日最大計画人

口で除して算定する。 

日最大汚水量原単位＝（38.91＋13.56）／1,860 

         ＝0.028ｍ3/人・日≒30L/人・日 

変動率は総合運動公園の開業時間を考慮し、日平均：日最大：時間最大＝1：

1：2.4 とする。 

 

表 3.13  総合運動公園の計画汚水量 

 

 

 

 ５）計画汚水量 

以上より、計画汚水量は以下のとおりとする。 

 

表 3.14  計画汚水量総括表 
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ニ 主要な管渠の流量計算 

主要な管渠の流量計算書を巻末に添付する。 
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4． 公共下水道からの放流水及び処理施設において処理すべき下水の予

定水質並びにその推定の根拠 

イ 一般家庭下水の予定水質、汚濁負荷量及びその推定の根拠 

 １）生活汚水の水質 

生活汚水の水質は、負荷量原単位を汚水量原単位で除して求める。 

負荷量原単位は、「流域別下水道整備総合計画指針と解説」（平成 27 年 1 月）

に示された実態調査例を参考に設定する。 

 

表 4.1  生活汚水の汚濁負荷量原単位及び水質 

 

 

 

 ２）営業汚水の水質 

営業汚水の汚濁負荷量は、生活汚水の汚濁負荷量の 40％（営業用水比率）を

見込むものとする 

 

表 4.2  営業汚水の汚濁負荷量原単位 
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 ３）家庭汚水の水質 

以上より、家庭汚水の水質は以下のとおりである。 

 

表 4.3  家庭汚水の計画汚濁負荷量及び計画水質 

 

 

 

 ４）地下水の水質 

地下水の水質は 0 ㎎/ℓとする。 

 

 

 ５）施設汚水の水質 

施設汚水の水質は営業汚水と同程度と考え、日平均汚水量に営業汚水の水質

を乗じることで汚濁負荷量を算定する。 

 

表 4.4  施設汚水の汚濁負荷量及び水質 
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 ６）一般家庭下水の汚濁負荷量及び水質 

一般家庭下水（地下水、施設汚水含む）の汚濁負荷量及び水質は、以下のと

おりである。 

 

表 4.5  一般家庭下水の汚濁負荷量及び水質 

   全体計画（令和 22年度） 

 

  事業計画（令和 9年度） 
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ロ 工場排水の取扱い方針及び受け入れ工場排水の予定水質及び 

   汚濁負荷量並びにその推定の根拠 

工場排水が悪質である場合には、下水道施設及びその処理機能が著しく阻害

され、また放流水質の維持が困難となるため受け入れない。 

本町下水道区域の工場排水量は食料品、繊維工業等が主体で排水量も少なく、

生物処理の支障となる有害排水の混入はないことから、一般家庭下水との合併

処理は可能であると考え、全てを受け入れるものとする。 

工場排水の汚濁負荷量は、受け入れる工場毎に水質を設定することで算出す

る。 

なお、受入水質は 600 ㎎/L 以下とする。 

 

表 4.6  工場排水の汚濁負荷量 

 

※ 
 

 

ハ  除害施設設置基準及びその決定の理由 

下水道法第 12 条に基づく除害施設の設置基準により、公共下水道の機能及び

構造の保全し、公共下水道を使用する者に不当な義務を課すことにならないよ

うに図る。 

 

ニ 処理の対象外とする工場及び対象外とする理由 

本町下水道計画区域内には処理の対象外とする工場はない。 
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ホ 計画放流水質及びその算定根拠 

新井田川流総計画より、一戸町終末処理場の許容放流水質は約 140 ㎎/ℓであ

るが、計画放流水質は下水道法施行令第５条の５及び第６条の１の規定に基づ

き、BOD 15 ㎎ /ℓ、SS 40 ㎎/ℓとする。 

 

 

ヘ 処理方法並びに各処理施設における計画汚濁負荷量及びその決定の理由 

 １）処理方法の決定 

処理方法は処理方式の特徴を理解し、建設費、維持管理費、運転管理の容易

さ等を考慮の上、決定しなければならない。また放流水質については、下水道

法施行令第５条の６に定める処理施設の技術上の基準（構造基準）において、

放流先の水質汚濁防止、公害対策等の観点から、技術的に可能な高度に処理さ

れたものであることが要求されている。 

本計画における処理方法は、上記事項を考慮した上で、オキシデーションデ

ィッチ法を採用する。 

 

 ２）処理施設における計画汚濁負荷量及びその決定の理由 

計画汚濁負荷量は、次表のとおりとする。 

 

表 4.7  計画汚濁負荷量及び計画流入水質 
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ト 処理施設の容量計算 

一戸町終末処理場の容量計算書を巻末に添付する。 
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5．  汚泥の最終処分計画及び処分地 

 １）汚泥処理方法 

本計画においては、オキシデーションディッチから発生する余剰汚泥を濃縮

後に一部を可溶化槽に投入し、可溶化した汚泥をオキシデーションディッチに

返送し分解する汚泥減溶化施設により発生汚泥量を減量化する。 

 

 ２）汚泥処分計画 

本計画においては、機械脱水後、民間コンポスト会社に全量処分する。 
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6． 下水の放流先の状況 

イ 下水の放流先近傍における水利用の現況及びその見通し 

放流先近傍における水利用の状況は次表のとおりである。 

現時点において将来的な水利用の変更予定はない。 

 

表 6.1  水利用の現況 

河 川 名 名  称 位  置 
取 水 量（ｍ3/sec） 

備考 
通常 最大 

小井田川 東北電力 放流地点より下流0.7㎞  0.113  

馬 淵 川 

親久保揚水機 放流地点より下流2.0㎞ 0.016 0.018  

野月内揚水機 放流地点より下流2.2㎞ 0.001 0.002  

額却第 1～3 揚水機 放流地点より下流2.5㎞ 0.015 0.035  
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7． 毎会計年度の工事費の予定額及びその予定財源 

 １）下水道事業に関する事業費 

下水道事業の事業費は以下のとおりである。 

 

表 7.1  事業費総括表 
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 ２）（様式３）下水道事業に関する財政計画 

上段：変更前      

下段：変更後      

 

 イ 経費の部 
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 ロ 財源の部 
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8． その他の書類 

１）（様式１）施設の設置に関する方針 

 整備水準    

主要な 

施策 
指標等 

現在 

(令和元 

年度末) 

中期目標 

(令和 9 

年度末) 

長期目標 

（令和 22 

年度末） 

事業の 

重点化・効率

化 

の方針 

中期目標を 

達成する 

ための 

主要な事業 

備考 

汚水処理 下水道 

処理人口 

普及率 

34.3% 41.3% 47.9% 概成済み 特に無し 下水道処理

区域内に比

べ、下水道処

理区域外の

人口の自然

減が大きい

ため、普及率

が上昇して

いる。 

 水洗化率 63.2% 73.2% 87.5% 平成 27 年度見直

しの汚水処理構

想に基づき、接続

率の向上に努め

る。 

広報等による

普及啓発 

水洗化改造資

金融資斡旋・

利子補給制度

の利用促進 

 

汚泥の 

再生利用 

肥料として

有効利用さ

れた割合 

100% 100% 100% 発生汚泥の肥料

利用に極力努め

る。 

特に無し  

 

 

２）（様式２）施設の機能の維持に関する方針 

 ａ 主要な施設に係る主な措置 

  ⅰ）劣化・損傷を把握するための点検・調査の計画 

主要な施設 点検・調査の計画 

管渠施設 主要な管路施設のうち、一般環境下の管渠及びマンホールを対象

に、10 年に一度点検を実施。 

主要な管路施設のうち、腐食環境下の管渠及びマンホールを対象

に、5年に一度点検を実施。 

点検の結果、異常を確認した場合には、調査を実施。 

管渠施設（マンホールポ

ンプ） 

主要な管路施設のうち、マンホールポンプを対象に、1年に一度絶

縁測定等の点検を実施。 

点検の結果、異常又はその兆候を確認した場合、調査を実施。 
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主要な施設 点検・調査の計画 

水処理施設（機械式エア

レーション装置） 

1 年に一度、設備点検を実施。 

点検の結果、異常又はその兆候を確認した場合、分解調査を実施。 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 

1 年に一度、可動・固定板の汚泥漏れ状況等の設備点検を実施。 

点検の結果、異常又はその兆候を確認した場合、分解調査を実施。 

 

  ⅱ）診断結果を踏まえた修繕・改築の判断基準 

主要な施設 修繕・改築の判断基準 

管渠施設 緊急度Ⅱのものを改築の対象とする。 

管渠施設（マンホールポ

ンプ） 
健全度２以下のものを改築の対象とする。 

水処理施設（機械式エア

レーション装置） 
健全度２以下のものを改築の対象とする。 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 
健全度２以下のものを改築の対象とする。 

 

  ⅲ）改築事業の概要（令和 2年度から令和 6年度） 

主要な施設 改築事業の概要 

管渠施設 管渠施設は上記診断結果で必要な場合に実施。 

管渠施設（マンホールポ

ンプ） 

管渠施設（マンホールポンプ）は上記診断結果で必要な場合に実

施 

水処理施設（機械式エア

レーション装置） 
機械式エアレーション装置は上記診断結果で必要な場合に実施。 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 
汚泥脱水機を更新予定。  

 ｂ 施設の長期的な改築の需要見通し 

改築の需要見通し 

（年当たりの概ねの 

事業規模の試算） 

試算の対象時期 試算の前提条件 

年当たり概ね 66 百万円 概ね 100 年後 
目標耐用年数を標準耐用年数の

1.5 倍で設定   


